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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月

売上高 (百万円) 19,172 17,566 17,515 18,703 18,323

経常利益 (百万円) 969 1,062 981 831 697

当期純利益又は

当期純損失（△）
(百万円) △921 599 399 681 423

持分法を適用した

場合の投資利益
(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) 13,098 13,098 13,098 13,098 13,098

発行済株式総数 (千株) 20,080 20,080 20,080 20,080 20,080

純資産額 (百万円) 70,173 70,164 68,808 67,872 66,754

総資産額 (百万円) 71,976 72,023 70,669 69,333 68,332

１株当たり純資産額 (円) 3,991.38 3,990.91 4,026.20 4,100.89 4,170.34

１株当たり配当額
(円)

30.00 30.00 30.00 30.00 30.00

（内１株当たり中間配当額） （15.00） （15.00） （15.00） （15.00） （15.00）

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失

（△）

(円) △50.59 34.08 22.93 40.56 26.03

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 97.5 97.4 97.3 97.9 97.7

自己資本利益率 (％) △1.3 0.9 0.6 1.0 0.6

株価収益率 (倍) － 60.0 82.0 42.6 83.5

配当性向 (％) － 88.0 130.8 74.0 115.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 1,679 1,883 2,190 1,849 278

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △194 △157 357 298 183

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △2,250 △527 △1,556 △2,541 △1,519

現金及び現金同等物の

期末残高
(百万円) 37,700 38,898 39,889 39,494 38,437

従業員数 (人) 1,026 973 930 865 924

　  （127） （116） （117） （117） （102）

株主総利回り (％) 88.5 88.4 82.8 77.6 97.6

（比較指標：配当込みTOPIX） (％) (114.7) (132.9) (126.2) (114.2) (162.3)

最高株価 (円) 2,427 2,300 2,259 2,295 2,508

最低株価 (円) 1,555 1,801 1,714 1,465 1,551

（注）１　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　第45期、第46期、第47期、第48期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。また、第44期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきまして

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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４　従業員数の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

５　第44期の株価収益率は、当期純損失が計上されているため記載しておりません。

６　最高株価及び最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
 

２【沿革】

年月 事項

1973年６月 埼玉県蕨市において株式会社堤貴金属工芸を設立、宝飾品の製造を開始

1973年11月 埼玉県蕨市に蕨店を開設、宝飾品の小売事業を開始

1975年１月 宝飾品の卸売事業を開始

1984年１月 埼玉県蕨市に本社、工場を移転（現　本社工場）

1988年４月 株式会社キングスター宝飾を吸収合併し、商号を「株式会社ツツミ」に変更

1988年８月 埼玉県蕨市に第二工場新設

1990年１月 群馬県渋川市に群馬工場新設

1991年９月 社団法人日本証券業協会（現　日本証券業協会）へ店頭登録し株式を公開

1993年６月 埼玉県蕨市に本社を移転（現　本社）

1994年９月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

1995年７月 有限会社ベルジュ（現　有限会社大分ツツミ貴金属）に出資し、子会社化

1996年９月 東京証券取引所の市場第一部銘柄に指定

1997年３月 埼玉県蕨市に商品センター新設

1998年10月 有限会社エスアンドエスを吸収合併

 

３【事業の内容】

当社の主な事業内容は、宝飾品（ネックレス・ブレスレット、指輪、小物及びその他装飾品等）の製造並びに直

営店での販売及び得意先への卸売を行っており、区分すべき事業セグメントは存在しておりません。非連結子会社

である有限会社大分ツツミ貴金属（宝飾品製造業）は、当社における製造部門の委託加工を行っております。

事業の系統図は、次のとおりであります。

４【関係会社の状況】

該当事項はありません。
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５【従業員の状況】

（１）提出会社の状況

当社の事業内容は、宝飾品の製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存在しないため、セグメ

ントごとの従業員の状況の記載を省略しております。

   2021年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

924 （102） 38.9 9.8 3,804

（注）１　平均年間給与は、正社員に対する支給額であり、賞与及び基準外賃金が含まれております。

２　従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均雇用人員を外書で記載

しております。

（２）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

下記の文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

（１）経営方針

当社は、「常に技術の向上を目指し、お客様に美と夢と満足を提供する」を社是として定めております。

ジュエリーやアクセサリー等の企画・開発並びに原材料の買い付け、製造、販売までの各過程における技術力

を教育研修等により向上させ、お客様に美と夢と満足を提供してまいります。

（２）経営環境及び対処すべき課題

今後の経済情勢につきましては、新型コロナウイルス感染症の感染防止策を講じつつ、社会経済活動のレベ

ルを引き上げていく中で、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、持ち直していくことが期待されます

が、感染の動向が内外経済に与える影響や金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があります。

宝飾品業界におきましても、企業に対するお客様の厳しい選別が加速する中、市場競争がなお激しさを増す

ことと予想されます。

このような経済情勢のもと、当社は、お客様満足度の向上を更に推進し、多くのお客様に喜んでいただける

店舗づくりに全力で取り組んでまいる所存であります。

（３）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社は、お客様に美と夢と満足を提供することにより、会社の持続的な成長を果たし、中長期的な企業価値

の向上を達成することを経営の目標としております。経営指標としては、収益力を示す営業利益及び営業

キャッシュ・フローを重視し、これらの拡大を目指しております。

 

２【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

（１）原材料価格の変動について

当社の扱うジュエリーやアクセサリー等の主原材料である金、プラチナ等の貴金属や宝石は国際市況製品で

あるため、その流通価格や為替相場の変動が当社の業績に影響を与える可能性があります。その期間や影響度

合いは、変動の期間や幅に左右されます。このリスクに対応するため、適正な数量の在庫を維持するとともに

原材料価格の変動に対応したジュエリーやアクセサリー等の企画・開発に努める所存であります。

（２）店舗展開について

当社は賃貸借契約にてショッピングセンターへ出店しているため、ショッピングセンターの経営環境の変化

によっては、当社の売掛債権や営業保証金並びに敷金などの未返還等が当社の業績に一時的に相当程度の影響

を与える可能性があります。このリスクに対応するため、市場調査等により慎重な店舗展開を進める所存であ

ります。

（３）個人情報の管理について

当社は接客の向上を目的として個人情報を保有しているため、何らかの要因により個人情報が漏洩した場合

には法律的・社会的な責任が生じ、当社の業績に影響を与える可能性があります。その期間や影響度合いは、

漏洩の態様に左右されます。このリスクに対応するため、社員への教育研修やシステムの構築などにより個人

情報の管理体制を維持・強化する所存であります。

（４）人材確保について

当社の扱うジュエリーやアクセサリー等の企画・開発並びに原材料の買い付け、製造、販売には、優秀な社

員が必要なため、人材の確保や教育研修が不十分な場合には業務の遂行に支障が生じ、当社の業績に影響を与

える可能性があります。その期間や影響度合いは、人材の確保や教育研修が不十分な期間や程度に左右されま

す。このリスクに対応するため、人材の確保・教育にはつねに相当の投資をする所存であります。

（５）災害等について

当社の店舗や本社所在地を含む地域において、大地震や台風等の災害あるいは新型コロナウイルスのような

感染症の拡大など予期せぬ事象等が発生した場合には正常な販売活動の停止、店舗・施設の物理的損害の発生

等により、当社の業績に影響を与える可能性があります。その期間や影響度合いは、予期せぬ事象の期間や態

様に左右されます。このリスクに対応するため、災害に関しては対応マニュアルにより発生に備え、予期せぬ

事象等については保険により備えるほか、代表取締役社長を責任者として臨機応変に対応する所存でありま

す。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
 

（１）経営成績等の状況の概要

当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の

状況の概要は次のとおりであります。

 

①　経営成績の状況

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行の影響により経済活動が停滞

し、景気が急速に悪化するなど非常に厳しい状況となりました。段階的に経済活動が再開されていく中で、少

しずつ持ち直しの動きも見られるものの、新型コロナウイルス感染症拡大の波が断続的に訪れており、依然と

して景気の先行きは不透明な状況で推移しております。

宝飾品業界におきましても、こうした景況を反映し、企業を取り巻く環境は引き続き厳しい状況でありまし

た。

このような経済情勢のもと、当社は、お客様及び従業員の安全を最優先に考え、新型コロナウイルス感染症

の感染防止策を講じたうえで店舗運営を行うとともに、原材料の買い付けから、製造・販売に至るすべてを一

貫して行う「バーティカル インテグレーション システム」の利点を活かした品揃えの充実に取り組み、コロ

ナ禍の状況においてもお客様にご満足いただける店舗づくりに努力してまいりました。

その結果、売上高は18,323百万円（前期比2.0％減）となりました。利益面につきましては、営業利益が658

百万円（前期比15.1％減)、経常利益が697百万円（前期比16.1％減)、当期純利益は423百万円（前期比37.9％

減）となりました。

主要品目の販売実績は、ネックレス・ブレスレットは6,292百万円（前期比1.2％減)、指輪は5,367百万円

（前期比9.2％減）、小物は2,970百万円 (前期比0.8％増）であります。

店舗につきましては、TODAY'ｓ DIAMONDS TSUTSUMIみなとみらい店をはじめとする５店舗を新たに開設した

ほか、既存店５店舗のリニューアル及び３店舗の退店を実施いたしました。

なお、当社の事業内容は、宝飾品の製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存在しないため、

セグメントごとの業績の状況の記載を省略しております。

 

②　財政状態の分析

当事業年度末の総資産は、68,332百万円となり、前事業年度末と比較して1,000百万円減少しております。

これは主に、原材料及び貯蔵品が355百万円、売掛金が266百万円増加したものの、現金及び預金が1,057百万

円、保険積立金が149百万円、商品及び製品が142百万円減少したことによるものです。現金及び預金の減少

は、主に自己株式の取得、法人税等及び配当金の支払によるものです。

負債の部は、1,577百万円となり、前事業年度末と比較して116百万円増加しております。これは主に、役員

退職慰労引当金が134百万円減少したものの、未払法人税等が200百万円増加したことによるものです。

純資産の部は、66,754百万円となり、前事業年度末と比較して1,117百万円減少しております。これは主

に、自己株式が1,059百万円増加し、利益剰余金が68百万円減少したことによるものです。利益剰余金の減少

は、当期純利益の計上に伴い増加したものの、配当金の支払に伴い減少したことによるものです。

 

③　キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動及び投資活動によりそれぞ

れ278百万円、183百万円の資金が得られ、財務活動により1,519百万円の資金を使用したことにより、前事業

年度末に比べ1,057百万円減少し、38,437百万円となりました。

また、当事業年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において営業活動により得られた資金は278百万円となり、前年同期と比べ1,570百万円の減少と

なりました。

これは主に、前年同期において、売上債権の減少433百万円、たな卸資産の減少721百万円、法人税等の支払

額460百万円があったことに対し、当事業年度において、売上債権の増加266百万円、たな卸資産の増加314百

万円、法人税等の支払額123百万円があったことによるものです。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において投資活動により得られた資金は183百万円となり、前年同期と比べ115百万円の減少とな

りました。

これは主に、前年同期と比べ有形固定資産の売却による収入が80百万円、差入保証金の回収による収入が

271百万円それぞれ減少し、保険積立金の解約による収入が211百万円増加したことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において財務活動により使用した資金は1,519百万円となり、前年同期と比べ1,022百万円の減少

となりました。

これは主に、前年同期において、自己株式取得のための預託金の増加額が941百万円あったことに対し、当

事業年度において、自己株式取得のための預託金の減少額が50百万円あったことによるものです。

 

④　生産、受注及び販売の実績

当社の事業内容は、宝飾品の製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存在しないため、製品の

種類別に生産実績及び販売実績を記載しております。

1)　生産実績

区分
当事業年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

前年同期比（％）

ネックレス・ブレスレット（百万円） 3,393 120.2

指輪　　　　　　　　　　（百万円） 1,612 93.8

小物　　　　　　　　　　（百万円） 1,252 115.6

その他　　　　　　　　　（百万円） 3,667 105.3

合計（百万円） 9,925 108.9

（注）　金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。

2)　受注実績

当社は、見込み生産を行っており、受注生産は行っておりません。

3)　販売実績

区分
当事業年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

 
前年同期比（％）

 

ネックレス・ブレスレット（百万円） 6,292 98.8

指輪　　　　　　　　　　（百万円） 5,367 90.8

小物　　　　　　　　　　（百万円） 2,970 100.8

その他　　　　　　　　　（百万円） 3,693 106.2

合計（百万円） 18,323 98.0

（注）１ 最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりでありま

す。

相手先

前事業年度
（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当事業年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

田中貴金属工業㈱ 2,238 12.0 2,352 12.8

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

 

①　当事業年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社は、消費者ニーズの変化に対応した新商品の開発に継続的に取り組んでおり、ハウスブランド「Pure

Planets」「Blessed Rain」の新作シリーズ等を適時投入しております。

また、新作ジュエリー等の認知度向上のため、雑誌やSNSツールを活用したプロモーションにも力を入れて

まいりました。

店舗につきましては、集客力の高い商業施設に５店舗を開設したほか、既存店の活性化等に伴い５店舗のリ

ニューアル及び契約期間満了等に伴い３店舗の退店を実施いたしました。その結果、当事業年度末現在の店舗

数は161店舗となり前事業年度末現在と比較して２店舗増加しております。地方別の店舗数については、東北

地方が８店舗、関東地方が101店舗、中部地方が14店舗、近畿地方が19店舗、中国地方が４店舗、四国地方が

４店舗、九州地方が11店舗となっております。また、政府による緊急事態宣言が発令され、全店で自主休業や

営業時間を短縮したことで売上高、販売費及び一般管理費が前事業年度と比較して減少しております。

なお、当社の事業内容は、宝飾品の製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存在しないため、

セグメントごとの業績の状況の記載を省略しております。

 

1)　当事業年度の経営成績等

(イ)　売上高

売上高は、18,323百万円となり前事業年度と比較して380百万円減少しております。

これは主に、その他（金・プラチナ等）が255百万円増加したものの、指輪が545百万円減少したこと

によるものです。指輪の減少は、主に店舗への来店客数並びに販売数量が減少したことによるもので

す。

(ロ)　売上原価

売上原価は、9,988百万円となり前事業年度と比較して208百万円増加しております。

これは主に、その他（金・プラチナ等）が254百万円増加したことによるものです。

(ハ)　販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費は、7,676百万円となり前事業年度と比較して471百万円減少しております。

これは主に、賃借料が155百万円、給与・賞与が101百万円、販売諸費・手数料が55百万円、減価償却

費が54百万円減少したことによるものです。

(ニ)　営業外損益

営業外損益におきましては、営業外収益66百万円は、前事業年度と比較して11百万円減少しておりま

す。営業外費用27百万円は、前事業年度と比較して５百万円増加しております。

(ホ)　特別損益

特別損益におきましては、特別利益113百万円は、前事業年度と比較して20百万円増加しております。

特別損失76百万円は、前事業年度と比較して63百万円減少しております。

 

2)　経営成績に重要な影響を与える要因

当社の経営成績に重要な影響を与える要因として、経済情勢、消費者ニーズの変化、他社との競合、法的

規制等、様々なリスク要因があると認識しております。

そのため、当該リスクを分散・低減すべく、市場動向に留意しつつ、内部管理体制の強化等、適切に対応

していく所存であります。

なお、経営成績に重要な影響を与える要因のうち、投資者の判断に重大な影響を与える可能性のある事項

については、「第２　事業の状況　２事業等のリスク」に記載しております。

 

3)　経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社は、お客様に美と夢と満足を提供することにより、会社の持続的な成長を果たし、中長期的な企業価

値の向上を達成することを経営の目標としております。経営指標としては、収益力を示す営業利益及び営業

キャッシュ・フローを重視し、これらの拡大を目指しております。

なお、当事業年度の営業利益につきましては658百万円となり、前事業年度と比較して117百万円減少して

おります。

営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、営業活動により得られた資金は278百万円となり、前

年同期と比べ1,570百万円の減少となりました。
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②　キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当事業年度のキャッシュ・フローの分析につきましては、「第２　事業の状況　３経営者による財政状態、

経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　（１）経営成績等の状況の概要　③キャッシュ・フローの状

況」に記載しております。

当社は、健全で安定した財務体質の形成に努めております。

必要な運転資金及び設備投資資金を全額自己資金で賄っており、自己資金の範囲内で安全かつ安定的な資金

運用が可能と認識しております。なお、次期の設備投資等の総額は268百万円となっております。

 

③　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについて

は、「第５　経理の状況　１財務諸表等　（１）財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載のと

おりであります。

 

４【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

５【研究開発活動】

当社は、品質向上及びコストダウンのための不断の技術改善／研究開発、及び多様なお客様のニーズを的確に

商品に反映し商品価値のある新製品の開発を進めております。

当事業年度は以下の研究課題に取り組んでおります。

(１) お客様にとって魅力のあるデザインの追求及び製品の開発。

(２) 冶金技術、鋳造技術の更なる研究開発を通し、低コストで安定した品質の製品の製造技術の確立。

(３) 総合的な技術開発の結果を基に、より繊細な石留技術の開発。

(４) コンピューターを使った自動デザイン製作及び自動ワックス成型化により、市場からのニーズに応えた迅

速な新製品の製造を可能とする技術の確立。

なお、当事業年度における研究開発費の総額は、31百万円であります。

当社の事業内容は宝飾品の製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存在しないため、セグメント

ごとの研究開発活動の記載を省略しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当事業年度の設備投資等の総額は226百万円であります。その主なものは、店舗の開設及びリニューアルに伴う

内装費138百万円であります。

なお、当社の事業内容は宝飾品の製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存在しないため、セグ

メントごとの設備投資等の概要の記載を省略しております。

２【主要な設備の状況】

当社の事業内容は宝飾品の製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存在しないため、セグメント

ごとの主要な設備の状況の記載を省略しております。

2021年３月31日現在
 

地域別

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

土　地
建物・構築物

工具、器具及
び備品

その他 合　計
面積（㎡） 金額

営業設備

（販売業務）

東北（８店舗） － － 22 11 － 34 36

関東（101店舗） 1,968 4,967 144 52 － 5,164 413

中部（14店舗） － － 22 9 － 32 61

近畿（19店舗） － － 34 11 － 46 81

中国（４店舗） － － 9 7 － 16 15

四国（４店舗） － － 6 2 － 8 17

九州（11店舗） － － 24 7 － 31 40

生産設備等

(管理・製造)

本社（蕨市） 3,700 1,339 291 69 0 1,700 152

工場（蕨市他） 8,577 544 42 1 19 608 109

その他設備 その他 1,827 626 3 － － 630 －

合計 16,072 7,478 602 173 19 8,274 924

（注）１　百万円未満は切り捨てて記載しております。

２　金額は有形固定資産の帳簿価額であり、建設仮勘定は含まれておりません。

３　その他の内訳は、車両運搬具 ０百万円、機械及び装置 19百万円であります。

４　その他設備の「その他」には、賃貸中の土地・建物等 500百万円（1,252㎡）が含まれております。

３【設備の新設、除却等の計画】

当社の事業内容は宝飾品の製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存在しないため、セグメント

ごとの設備の新設、除却等の計画の記載を省略しております。

（１）重要な設備の新設等

部署名 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

完成後の増加能力
総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着　手 完　了

店舗

運営部
店舗設備 893 － 自己資金 2021年４月 2022年８月 販売力の拡大

本部
本社事務機器

等
62 － 自己資金 2021年４月 2022年３月 事務効率向上等

合計 956 －     

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　投資予定総額には、敷金・差入保証金が含まれております。

（２）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)

（2021年３月31日）
提出日現在発行数（株）
（2021年６月29日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 20,080,480 20,080,480
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 20,080,480 20,080,480 ― ―
 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

1998年10月１日
※１　　6,380

20,080
※１　319

13,098 ※１　209 15,707
※２　△6,336 ※２△319

（注）※１　有限会社エスアンドエスとの合併による増加であります。

合併登記日　　1998年10月９日

合併比率　　　有限会社エスアンドエスの出資１口（１口の金額50円に換算）につき、当社の額面普通

株式（１株の額面金額50円）2.9株の割合

※２　有限会社エスアンドエスとの合併により承継した自己株式の消却による減少であります。

（５）【所有者別状況】

       2021年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法人
外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） － 25 22 52 76 3 5,585 5,763 －

所有株式数

（単元）
－ 9,665 902 10,174 17,646 4 162,216 200,607 19,780

所有株式数の

割合（％）
－ 4.82 0.45 5.07 8.80 0.00 80.86 100.00 －

（注）１　自己株式4,073,463株は、「個人その他」に40,734単元、「単元未満株式の状況」に63株含まれておりま

す。

２　「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ６単元

及び20株含まれております。
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（６）【大株主の状況】

  2021年３月31日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

堤　征二 埼玉県蕨市 9,732 60.80

堤　倭子 埼玉県蕨市 1,271 7.94

公益財団法人ツツミ奨学財団 埼玉県蕨市中央４丁目24番26号 1,000 6.24

THE BANK OF NEW YORK 134105(常任代

理人　株式会社みずほ銀行決済営業部)

東京都港区港南２丁目15番１号　　　

品川インターシティA棟
518 3.23

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

505103 (常任代理人　株式会社みずほ

銀行決済営業部)

東京都港区港南２丁目15番１号　　　

品川インターシティA棟
219 1.37

株式会社日本カストディ銀行 (信託口) 東京都中央区晴海１丁目８番12号 179 1.12

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 179 1.11

UBS AG LONDON A/C IPB SEGREGATED

CLIENT ACCOUNT (常任代理人 シティバ

ンク、エヌ・エイ東京支店)

東京都新宿区新宿６丁目27番30号 169 1.05

EUROPEAN DEPOSITARY BANK SA－DUBLIN

－ BUTTERMERE DEEP VALUE FUND

LIMITED (常任代理人 シティバンク、

エヌ・エイ東京支店) 

東京都新宿区新宿６丁目27番30号 128 0.80

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 95 0.59

 計 13,494 84.30

（注）１　上記のほか、自己株式が4,073千株あります。

２　2020年４月３日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、ブランデス・インベ

ストメント・パートナーズ・エル・ピー（Brandes Investment Partners, L.P.）が2020年３月31日現在で

以下の株式を保有している旨が記載されているものの、当社として2021年３月31日現在における実質所有株

式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名または名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

ブランデス・インベストメント・

パートナーズ・エル・ピー

(Brandes Investment Partners, L.P.)

11988 El Camino Real,

San Diego, CA, U.S.A.
793 3.95

３　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

179千株

179千株
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

   2021年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 4,073,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,987,300 159,873 －

単元未満株式 普通株式 19,780 － －

発行済株式総数  20,080,480 － －

総株主の議決権  － 159,873 －

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株（議決権の数６個）含まれて

おります。

２ 単元株式数は、100株となっております。

②【自己株式等】

    2021年３月31日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ツツミ

埼玉県蕨市中央４丁目24番26号 4,073,400 － 4,073,400 20.28

計 － 4,073,400 － 4,073,400 20.28

 

２【自己株式の取得等の状況】
【株式の種類等】　会社法第155条第３号及び第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2019年５月10日）での決議状況
（取得期間　2019年５月13日～2020年４月30日） 600,000 1,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 493,900 999,933,439

当事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額 106,100 66,561

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 17.68 0.01

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 17.68 0.01

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2020年３月９日）での決議状況
（取得期間　2020年３月10日～2021年３月９日） 600,000 1,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 45,300 74,103,196

当事業年度における取得自己株式 480,200 925,801,931

残存決議株式の総数及び価額の総額 74,500 94,873

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 12.42 0.01

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 12.42 0.01
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区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2021年２月12日）での決議状況
（取得期間　2021年２月15日～2022年２月14日） 650,000 1,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 63,100 133,663,295

残存決議株式の総数及び価額の総額 586,900 866,336,705

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 90.29 86.63

当期間における取得自己株式 77,400 177,161,787

提出日現在の未行使割合（％） 78.38 68.92

（注）　当期間における取得自己株式には、2021年６月１日からこの有価証券報告書提出日までに取得した自己株式は

含まれておりません。

 

（３）【株主総会決議または取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 235 494,111

当期間における取得自己株式 － －

（注）　当期間における取得自己株式には、2021年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に
係る移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他（－） － － － －

保有自己株式数 4,073,463 － 4,150,863 －

（注）　当期間における保有自己株式数には、2021年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの取締役会決議によ

る自己株式の取得及び単元未満株式の買取りによる株式は含まれておりません。

３【配当政策】

当社は、株主に対する安定的利益還元を重要政策のひとつとして位置づけ、今後とも収益力の向上、財務体質

の強化を図り、安定的な配当を継続して行うことを基本方針としております。

また、当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余

金の配当の決定機関は、期末配当につきましては株主総会、中間配当につきましては取締役会であります。

以上の配当方針に基づき、当事業年度の配当につきましては、１株当たり30円（うち中間配当15円）としてお

ります。

内部留保につきましては、新店舗等設備投資に充当し、企業基盤の拡充のため有効に投資していく所存であり

ます。

なお、当社は、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。

当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

2020年11月６日 243 15
取締役会決議
2021年６月29日 240 15
定時株主総会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、法令等の遵守に基づく企業倫理の重要性を認識するとともに、適切なコーポレート・ガバナンスを

実現し、社是のとおり「常に技術の向上を目指し、お客様に美と夢と満足を提供する」ことにより、株主や従

業員、お客様、取引先、債権者、地域社会などの様々なステークホルダーへの価値を創造してまいります。

②　企業統治の体制

1）企業統治の体制の概要

当社の取締役会は、当社定款に基づき代表取締役社長互智司氏が議長を務めております。その他の構成員

は、取締役岡野勝美氏、取締役（常勤監査等委員）水谷敦秀氏、社外取締役（監査等委員）宮原敏夫氏及び

社外取締役（監査等委員）柿沼佑一氏の計５名の取締役で構成されております。また、当社は経営の基本方

針やその他の重要事項を決定する定例取締役会を原則として月に１回開催するほか、経営環境の変化に迅速

な対応と意思決定ができるよう必要に応じて臨時取締役会を開催しております。

当社の監査等委員会は、取締役（常勤監査等委員）水谷敦秀氏が議長及び委員長を務めております。その

他の構成員は、社外取締役（監査等委員）宮原敏夫氏及び社外取締役（監査等委員）柿沼佑一氏の計３名の

取締役（監査等委員）で構成されております。また、当社は定例監査等委員会を原則として月に１回開催す

るほか、必要に応じて臨時監査等委員会を開催しております。監査等委員会は、内部統制システムを活用し

た組織的監査を実施するほか、監査等委員会が選定する監査等委員は業務執行取締役・使用人等に対し、そ

の職務の執行に関する事項の調査を求め、または会社の業務及び財産の状況を調査しております。また、内

部監査室、会計監査人及び総務室等と連携し、経営に対する監査・監督機能の強化を図っております。

会計監査は、有限責任 あずさ監査法人を選任し、監査契約を結び正しい経営情報を提供し、公正不偏な立

場から監査が実施される環境を整備しております。
 
2）当該企業統治体制を採用する理由

当社は、監査等委員である取締役の取締役会における議決権の行使及び過半数の社外取締役で構成する監

査等委員会の設置により、取締役会の監査・監督機能が強化され、コーポレート・ガバナンス体制の更なる

充実が図れると考え、独立性の確保された監査等委員である社外取締役２名を含む３名で構成する監査等委

員会を置く、監査等委員会設置会社を採用しております。
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③　企業統治に関するその他の事項

1) 当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・コンプライアンス・リスク担当者を設置し、当社及び当社子会社の「法令等違反事態発生時対応規程」「行

動規範」などを定め、その推進を図ります。

2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・「文書取扱規程」「情報セキュリティ基本方針」「個人情報保護マニュアル」を定め、適切に対応します。

3) 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・コンプライアンス・リスク担当者を設置し、「リスク管理方針」「リスク管理規程」などを定め、当社及び

当社子会社の事業目標の達成を阻害する要因をリスクとして識別、分析及び評価し、当該リスクに対して適

切に対応する仕組みを構築します。

4) 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役の職務執行の効率性を確保するよう、取締役会において取締役（監査等委員である取締役を除く。）

の職務分掌を決定しております。また、当社及び当社子会社の実績管理を行うため、取締役会の有効活用を

図ります。

5) 当社及び当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

・当社の企業集団は、当社及び非連結子会社「有限会社大分ツツミ貴金属」であり、取締役会において定期的

に当社及び当社子会社の財務状況及び業務執行状況などの報告を行うとともに子会社を含む企業集団として

の経営につき協議し、当社及び当社子会社が経営方針に従って適正かつ適法に運営されていることを確認し

ます。

6) 当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の当社の他

の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに当該取締役及び使用人に対

する指示の実効性の確保に関する事項

・監査等委員会の求めに基づき、必要に応じて監査等委員会の業務補助のための取締役及び使用人を置きま

す。この場合、当該取締役及び使用人への指揮命令権は監査等委員会に属するものとし、取締役（監査等委

員である取締役を除く。）からの独立性を確保するため、その任命等、人事権に係る事項の決定には監査等

委員会の事前の同意を得ます。

7) 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに当社子会社の取締役及び使用人または

これらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体制、報告をした者が当該報告を

したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに当社子会社の取締役及び使用人または

これらの者から報告を受けた者は、当社もしくは当社子会社が法令もしくは定款に違反する行為を発見した

場合、またはそのおそれがある場合などで、当社もしくは当社子会社に著しい損害・不利益を生ずるおそれ

がある事実を発見した場合は、法令に従い当社の監査等委員会に報告することとします。また、当社の監査

等委員会が選定する監査等委員は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、重要な会議

に出席するとともに、業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役（監査等委員である取締

役を除く。）に内容説明を求めることができます。

・当社及び当社子会社は、当社の監査等委員会に前号の報告を行った者が当該報告を行ったことを理由として

不利な取扱いを行うことを禁止する体制とします。
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8) 当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の

前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事

項

・当社の監査等委員が、その職務の執行について生ずる費用の前払または償還等の請求をしたときは、当該監

査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理します。

9) その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、監査等委員会の監査の実効性を確保するため、監査

等委員が内部監査部門や会計監査人と情報・意見を交換する機会を確保します。

10) 責任限定契約の内容の概要

・当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役（業務執行取締役等である者を除く。）との間に、同

法第423条第１項の責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めており、社外取締役２名を含

む監査等委員である取締役３名と当該契約を締結しております。なお、当該契約に基づく責任の限度額は、

法令が規定する額としております。

11) 取締役の定数並びに取締役の選任の決議要件

・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の人数は15名以内、監査等委員である取締役の人数は４

名以内とする旨を定款に定めております。また、取締役の選任の決議要件につきましては、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨並

びに取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

12) 取締役会で決議できる株主総会決議事項

・自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議により市場取引等により自己株式を取得する

ことができる旨を定款に定めております。これは、経済情勢の変化に対応して、資本政策を機動的に実施す

ることを目的とするものであります。

・中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議により毎年９月30日を基準日として中間配当

をすることができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とす

るものであります。

・取締役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議により同法第423条第１項に規定する取締役

（取締役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除することができる旨を定款に定めておりま

す。これは、取締役が、期待される役割を十分に発揮することを目的とするものであります。

13) 株主総会の特別決議要件

・当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件につきまして、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に

定めております。これは、株主総会の特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会を円滑に運営する

ことを目的とするものであります。
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14) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

・コンプライアンス体制について

当社及び当社子会社は、コンプライアンス体制の基礎となる「法令等違反事態発生時対応規程」「行動規

範」にて「法令等の遵守」を掲げ、役職員への徹底を図るため、定期的な内部統制打合せ会や適宜に研修等

を実施いたしました。また、問題の未然防止と早期発見を図るため、内部通報窓口を設置し、調査及び適切

な措置の実行に備えました。

・リスク管理体制について

経営における重大な損失、不利益等を最小限にするため「リスク管理方針」「リスク管理規程」などを定

め、リスクの識別、分析、評価及び対策等によるリスク管理を継続的に行うとともに、その結果を定期的に

取締役会に報告いたしました。

・取締役の職務の執行について

原則として月１回の取締役会を開催し、業績の報告・検討や法令または定款に定められた事項及び経営上の

重要事項を決定するとともに、当社子会社の業務執行の報告を受け、業務執行の確認を行いました。

・監査等委員の職務の執行について

原則として月１回の監査等委員会を開催し、監査方針・監査計画等を決定するとともに、重要な会議への出

席、重要な決裁書類等の閲覧等を通じて取締役会及び業務執行取締役の業務執行の妥当性、適法性の監査・

監督を行いました。また、代表取締役との意見交換会の開催や業務執行取締役、内部監査部門及び会計監査

人と情報交換・意見交換を行いました。

・内部監査の実施について

内部監査部門は、内部監査計画に基づき業務活動が法令、定款及び諸規程に準拠し、合理的に運営されてい

るか否かについての業務監査等を行うとともに、当該監査の結果及び指摘事項に関する改善状況について代

表取締役及び監査等委員に対して報告を行いました。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性　5名　女性　－名　（役員のうち女性の比率　－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

代表取締役

社長
互　智司 1965年７月23日生

 
2005年８月 株式会社三井住友銀行退社

2005年９月 当社入社

2006年６月 取締役社長付就任

2007年４月 取締役管理本部長兼総務部長就任

2009年４月 取締役管理本部長兼営業本部長兼総務

部長就任

2011年６月 代表取締役社長就任（現）

2013年６月 公益財団法人ツツミ奨学財団理事長

就任（現）
 

(注)４ 10

取締役

商品本部長
岡野　勝美 1956年９月27日生

 
1981年４月 当社入社

2000年９月 店舗運営本部第二運営部長

2004年６月 取締役店舗運営本部第二運営部長就任

2005年９月 取締役店舗運営本部第一運営部長就任

2007年４月 取締役商品本部長就任（現）

2015年６月 公益財団法人ツツミ奨学財団評議員

就任（現）
 

(注)４ 27

取締役

（常勤監査等委員）
水谷　敦秀 1957年11月21日生

 
1986年３月 当社入社

2004年６月 商品本部部長

2008年５月 商品本部管理部長

2008年６月 取締役商品本部管理部長就任

2019年６月 取締役（常勤監査等委員）就任（現）
 

(注)５ 3

取締役

（監査等委員）
宮原　敏夫 1950年３月３日生

 
1973年４月 監査法人朝日会計社（現 有限責任 あ

ずさ監査法人）入社

1976年８月 公認会計士登録

1977年６月 税理士登録

1980年10月 監査法人朝日会計社（現 有限責任 あ

ずさ監査法人）退社

1980年10月 宮原敏夫公認会計士事務所開設（現）

2001年３月 爽監査法人代表社員就任

2005年６月 当社補欠監査役

2011年１月 税理士法人朝日会計社開設（現）

2014年６月 当社監査役就任

2017年６月 当社取締役（監査等委員）就任（現）

2020年８月 清令監査法人代表社員就任（現）
 

(注)５ 1

取締役

（監査等委員）
柿沼　佑一 1977年11月16日生

 
2005年４月 最高裁判所司法研修所入所

2007年１月 埼玉弁護士会登録

2007年１月 髙篠法律事務所（現 髙篠・柿沼法律

事務所）入所

2010年10月 同事務所パートナー（現）

2014年６月 当社補欠監査役

2015年６月 当社取締役就任

2017年６月 当社取締役（監査等委員）就任（現）

2021年３月 ラクオリア創薬株式会社社外取締役

（監査等委員）就任（現）
 

(注)５ -

計 42
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(注）１　宮原敏夫氏及び柿沼佑一氏は、社外取締役であります。

２　当社の監査等委員会の体制は次のとおりであります。

委員長　水谷敦秀氏、委員　宮原敏夫氏、委員　柿沼佑一氏

なお、水谷敦秀氏は、常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選定している理由は、取締役

会以外の重要な会議等への出席や、内部監査部門等との連携を密に図ることにより得られた情報をもと

に、監査等委員会による監査の実効性を高めるためであります。

３　当社は、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３

項に定める補欠の監査等委員である社外取締役１名を選任しております。補欠の監査等委員である社外取

締役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株）

鈴木　剛 1984年11月17日生

2012年11月 最高裁判所司法研修所入所  

―

2014年１月 第二東京弁護士会登録  

2014年１月 ホープ法律事務所入所（現）  

2015年６月 当社補欠監査役  

2017年６月 当社補欠取締役（監査等委員）（現）  

４　2021年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

５　2021年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

 

②　社外役員の状況

当社の社外取締役は、２名であります。

当社は、社外取締役を選任するにあたり、独立性に関する基準または方針を特段定めておりませんが、株式

会社東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準を参考にしております。

社外取締役（監査等委員）である宮原敏夫氏は、公認会計士及び税理士として豊富な経験と幅広い見識を有

しており、経営陣から独立した立場で客観的視点から助言・提言をいただくとともに、当社の経営に対する監

査・監督機能を更に強化していただくため、社外取締役として選任しております。また、当社から独立的な立

場にあることから、一般株主と利益相反が生じるおそれがないものと判断し、独立役員に指定しております。

社外取締役（監査等委員）である柿沼佑一氏は、弁護士として豊富な経験と幅広い見識を有しており、経営

陣から独立した立場で客観的視点から助言・提言をいただくとともに、当社の経営に対する監査・監督機能を

更に強化していただくため、社外取締役として選任しております。また、当社から独立的な立場にあることか

ら、一般株主と利益相反が生じるおそれがないものと判断し、独立役員に指定しております。

なお、当社と社外取締役との間には人的関係、資本的関係、または取引関係その他の重要な利害関係はあり

ません。

 

③　社外取締役による監督または監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部

門との関係

社外取締役は取締役会に出席し、重要事項の審議に関して業務執行取締役と意見を交換し、必要に応じて意

見を述べるほか、監査等委員会を構成し、重要な文書の閲覧、取締役並びに内部統制部門等からの業務執行状

況等の聴取による監査等委員会監査の結果の共有及び意見交換、会計監査人による会計監査結果の報告等を踏

まえ、監査意見を形成しております。また、監査等委員会は内部監査室及び会計監査人と定期的に会合を設け

る等の情報交換を行っております。
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（３）【監査の状況】

①　監査等委員会監査の状況

当社の監査等委員会は、取締役（常勤監査等委員）水谷敦秀氏が議長及び委員長を務めております。その他

の構成員は、社外取締役（監査等委員）宮原敏夫氏及び社外取締役（監査等委員）柿沼佑一氏の計３名の取締

役（監査等委員）で構成されております。

当社は定例監査等委員会を原則として月に１回開催するほか、必要に応じて臨時監査等委員会を開催してお

ります。監査等委員会は、内部統制システムを活用した組織的監査を実施するほか、監査等委員会が選定する

監査等委員は業務執行取締役・使用人等に対し、その職務の執行に関する事項の調査を求め、または会社の業

務及び財産の状況を調査しております。また、内部監査室、会計監査人及び総務室等と連携し、経営に対する

監査・監督機能の強化を図っております。また、社外取締役（監査等委員）は、独立した立場から、内部統制

部門の活動状況を監視及び検証しております。なお、社外取締役（監査等委員）宮原敏夫氏は、公認会計士及

び税理士の資格を有しており、財務、会計及び税務に関する相当程度の知見を有するものであります。

監査等委員会と会計監査人は、定期的に開催される監査報告会で具体的な決算上の課題につき意見交換をし

ているほか、監査等委員会が選定する監査等委員が往査に立ち会うなど会計監査人の業務遂行の適正性を確認

しております。

当事業年度における各監査等委員の監査等委員会への出席状況は以下のとおりであります。

氏　名 開催回数 出席回数

水谷　敦秀 13回 13回

宮原　敏夫 13回 13回

柿沼　佑一 13回 13回

 
②　内部監査の状況

当社の内部監査は、代表取締役社長直轄の内部監査室（２名）が担当しております。内部監査室は、年間の

内部監査計画に基づき、各部門の業務執行状況について適法性・妥当性・効率性等の観点から内部統制に係る

監査、コンプライアンス状況についての監査を実施しております。なお、内部監査の結果は、代表取締役社長

に報告するとともに、監査等委員にも報告し、コンプライアンスに関する事項は、コンプライアンス・リスク

担当者へ報告するなど相互の連携を図り、実効性を高めるよう努めております。
 

③　会計監査の状況

1)　監査法人の名称

　有限責任 あずさ監査法人

2)　継続監査期間

　1989年以降

3)　業務を執行した公認会計士

　指定有限責任社員　　公認会計士　　福島　　力

　指定有限責任社員　　公認会計士　　清水　俊直

4)　監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、会計士試験合格者等７名、その他３名でありま

す。

5)　監査法人の選定方針と理由

当社の監査等委員会は、会計監査人の選解任等の議案決定権を行使するに際して、監査等委員会が定める

会計監査人の評価及び選定基準に基づき現任の会計監査人の監査活動の適切性・妥当性等を評価するととも

に、会計監査人の独立性、専門性及び法令等の遵守状況等についても検討のうえ総合的に勘案した結果、適

任であると判断しております。

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主

総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監

査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いた

します。

6)　監査等委員会による監査法人の評価

当社の監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役

等の実務指針」に基づき策定した会計監査人を適切に評価及び選定するための基準に従い会計監査人を評価

するとともに、会計監査人との定期的な意見交換や監査実施状況の報告等を通じて、会計監査人に求められ

る独立性と専門性を有しているか否かについての確認を行っております。
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7)　監査法人の異動

　該当事項はありません。
 

④　監査報酬の内容等

1)　監査公認会計士等に対する報酬
 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬

（百万円）

非監査業務に基づく報酬

（百万円）

監査証明業務に基づく報酬

（百万円）

非監査業務に基づく報酬

（百万円）

27 － 28 －

2)　監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬

　該当事項はありません。

3)　その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

4)　監査報酬の決定方針

　該当事項はありませんが、規模、特性、監査日数等を勘案した上で決定しております。

5)　監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社の監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま

え、会計監査人の職務執行状況や監査計画の内容等を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につ

き、会社法第399条第１項の同意を行っております。

 

（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針に係る事項

1)　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社の取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針については、2021年２月５日開催の取締役会におい

て、以下のとおり決議いたしました。

(イ)　基本方針

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額については、各取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。）の役割と責務にふさわしい水準とすることを基本方針としております。

なお、当社の取締役の報酬等の額については、2017年６月29日開催の第44回定時株主総会において、取

締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は年額250百万円以内（ただし、使用人分給与

は含まない。）とすること並びに各取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する具体的金額、

支給の時期等の決定は、取締役会の決議によることと決議しております。同株主総会終結時点の取締役

（監査等委員である取締役を除く。）の員数は４名（うち、社外取締役は０名）であります。また、同

株主総会において、監査等委員である取締役の報酬限度額は年額50百万円以内とすること並びに各監査

等委員である取締役に対する具体的金額、支給の時期等の決定は、監査等委員である取締役の協議によ

ることと決議しております。同株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は３名（うち、社外

取締役は２名）であります。
 

(ロ)　基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬については、株主総会が決定する報酬額の限度

額内で、役位、職責、会社業績、世間水準、従業員給与とのバランス等に配慮しながら、総合的に勘案

して決定するものといたします。

なお、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬については、月毎の固定報酬のみにより

構成されており、中長期的な業績と連動する報酬の導入など報酬全体の構成・割合等については必要に

応じて見直す方針であります。

また、当社は、2020年６月26日開催の第47回定時株主総会の終結の時をもって取締役に対する役員退職

慰労金制度を廃止し、同株主総会終結後引き続いて在任する取締役に対しては、役員退職慰労金制度廃

止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を、当社の規程に従い退任時に打ち切り支給することを決

議しております。
 

(ハ)　取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の額については、取締役会決議に

基づき代表取締役社長がその具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役

（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬の額の評価配分といたします。上記の委任を受けた代

表取締役社長は、上記方針に基づき取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の額

について決定するものといたします。
 

EDINET提出書類

株式会社ツツミ(E03180)

有価証券報告書

22/59



2)　取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

当社の取締役の報酬等の額については、2017年６月29日開催の第44回定時株主総会において、取締役（監

査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は年額250百万円以内（ただし、使用人分給与は含まな

い。）とすること並びに各取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する具体的金額、支給の時期等

の決定は、取締役会の決議によることと決議しております。同株主総会終結時点の取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）の員数は４名（うち、社外取締役は０名）であります。また、同株主総会において、監

査等委員である取締役の報酬限度額は年額50百万円以内とすること並びに各監査等委員である取締役に対す

る具体的金額、支給の時期等の決定は、監査等委員である取締役の協議によることと決議しております。同

株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は３名（うち、社外取締役は２名）であります。
 

3)　取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

当社においては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長互智司氏が取締役（監査等委員である取締

役を除く。）の個人別の報酬等の額の具体的内容を決定しております。

その権限の内容は、各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬の額の評価配分といたしま

す。

権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の担

当事業の評価を行うには代表取締役社長が最も適していると判断したためであります。

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の額については、取締役会決議によ

り委任を受けた代表取締役社長が上記権限が適切に行使されるよう監査等委員である社外取締役の意見を踏

まえたうえで各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の役位及び職責等に応じた水準に基づき決定し

ており、当社取締役会は取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容は当該決定方

針に沿う決定であると判断いたしました。
 
②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分

 

報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

左記のうち、
非金銭報酬等

取締役（監査等委員及び
社外取締役を除く。）

50 48 － 1 － 3

取締役（監査等委員）

（社外取締役を除く。）
7 7 － 0 － 1

社外役員 2 2 － － － 2

 
③　報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

該当事項はありません。

④　従業員兼務役員の従業員分給与のうち重要なもの

重要なものはありません。
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、純投資以外の目的で保有する株式について、発行会社との中長期的な関係維持の観点から当社の企

業価値を高めると考えられる場合に保有することとしております。それ以外は、保有する必要がないと判断

し、株式の売却を進めることとしております。

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

1)　保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

・当社取締役会は、毎年、純投資以外の目的で保有する株式について、保有目的が適切か、保有に伴う便益や

リスクが資本コストに見合っているか等を具体的に精査し、保有の適否を検証するとともに、そうした検証

の内容について説明を行っております。

・当社は、同株式に係る議決権行使については、発行会社の中長期的な企業価値を高めるかどうかを総合的に

判断した上で、適切に行使することとしております。

2)　銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 - -

非上場株式以外の株式 2 3

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 - - -

非上場株式以外の株式 - - -

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 - -

非上場株式以外の株式 - -
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3)　特定投資株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

㈱武蔵野銀行
1,416 1,416 (保有目的）金融機関との取引関係強化

のため

(定量的な保有効果） （注）

有
2 1

㈱三井住友フィナン

シャルグループ

124 124 (保有目的）金融機関との取引関係強化

のため

(定量的な保有効果） （注）

有
0 0

（注）　特定投資株式における定量的な保有効果の記載が困難であるため、保有の合理性を検証した方法について記

載いたします。当社は、毎年、純投資以外の目的で保有する株式について保有の適否を検証しており、検証

の結果、現状保有する同株式についてはいずれも保有方針に沿った目的で保有していることを確認しており

ます。

 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 1 8 1 8

非上場株式以外の株式 11 45 12 43

 

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額（百万円）

売却損益の
合計額（百万円）

評価損益の
合計額（百万円）

非上場株式 0 - （注）1

非上場株式以外の株式 1 7
16

(-)

（注）１　非上場株式につきましては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「評価損益の合計額」には記載しておりません。

２　「評価損益の合計額」の（　）は外書きで、当事業年度の減損処理額であります。
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第５【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について
当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（2020年４月１日から2021年３月31日ま

で）に係る財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による監査を受けております。

 

３　連結財務諸表について
連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（1976年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいもの

として、連結財務諸表は作成しておりません。

 

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、セミナー等に積極的に参加しております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2020年３月31日)
当事業年度

(2021年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 39,494 38,437

受取手形 26 26

売掛金 724 990

商品及び製品 12,908 12,765

仕掛品 412 515

原材料及び貯蔵品 1,816 2,171

前払費用 42 38

その他 1,145 947

貸倒引当金 △6 △6

流動資産合計 56,564 55,886

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,541 4,485

減価償却累計額 △3,885 △3,884

建物（純額） 656 600

構築物 63 63

減価償却累計額 △60 △61

構築物（純額） 2 1

機械及び装置 159 165

減価償却累計額 △141 △146

機械及び装置（純額） 18 19

車両運搬具 9 9

減価償却累計額 △9 △9

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 1,117 1,091

減価償却累計額 △920 △917

工具、器具及び備品（純額） 197 173

土地 7,484 7,478

建設仮勘定 101 100

有形固定資産合計 8,460 8,375

無形固定資産   

借地権 152 152

ソフトウエア 205 177

その他 0 0

無形固定資産合計 358 330

投資その他の資産   

投資有価証券 54 56

関係会社株式 58 58

出資金 1 1

前払年金費用 176 164

繰延税金資産 166 155

差入保証金 3,344 3,305

その他 149 0

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 3,950 3,740

固定資産合計 12,769 12,446

資産合計 69,333 68,332
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2020年３月31日)
当事業年度

(2021年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 276 184

未払金 26 67

未払費用 423 478

未払法人税等 117 318

前受金 37 59

預り金 17 16

賞与引当金 195 208

その他 190 163

流動負債合計 1,284 1,496

固定負債   

長期未払金 - 44

役員退職慰労引当金 134 -

その他 41 36

固定負債合計 176 81

負債合計 1,461 1,577

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,098 13,098

資本剰余金   

資本準備金 15,707 15,707

資本剰余金合計 15,707 15,707

利益剰余金   

利益準備金 600 600

その他利益剰余金   

別途積立金 45,610 -

繰越利益剰余金 987 46,529

利益剰余金合計 47,197 47,129

自己株式 △8,133 △9,193

株主資本合計 67,869 66,741

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2 13

評価・換算差額等合計 2 13

純資産合計 67,872 66,754

負債純資産合計 69,333 68,332
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

当事業年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

売上高 18,703 18,323

売上原価   

製品期首たな卸高 13,611 12,908

当期製品製造原価 ※３ 9,110 ※３ 9,925

合計 22,721 22,834

他勘定振替高 ※１ 34 ※１ 90

製品期末たな卸高 12,908 12,765

原材料評価損 0 9

製品売上原価 9,779 9,988

売上総利益 8,924 8,335

販売費及び一般管理費 ※２ 8,148 ※２ 7,676

営業利益 775 658

営業外収益   

受取利息 4 1

受取配当金 1 1

受取家賃 58 51

その他 13 13

営業外収益合計 78 66

営業外費用   

支払手数料 22 27

その他 0 0

営業外費用合計 22 27

経常利益 831 697

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 19 ※４ 43

投資有価証券売却益 27 7

保険解約返戻金 － 61

受取保険金 13 －

受取補償金 32 －

特別利益合計 93 113

特別損失   

固定資産売却損 ※５ 1 －

固定資産除却損 ※６ 0 ※６ 0

投資有価証券評価損 1 －

減損損失 ※７ 62 ※７ 76

関係会社債権放棄損 75 －

特別損失合計 140 76

税引前当期純利益 784 734

法人税、住民税及び事業税 95 300

法人税等調整額 6 9

法人税等合計 102 310

当期純利益 681 423

 

EDINET提出書類

株式会社ツツミ(E03180)

有価証券報告書

29/59



【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

区分
注記

番号
金額（百万円）

構成比

（％）
金額（百万円）

構成比

（％）

Ⅰ　材料費   8,174 89.3  9,019 89.9

Ⅱ　外注加工費   296 3.2  354 3.6

Ⅲ　労務費   608 6.7  590 5.9

Ⅳ　経費 ※1  71 0.8  63 0.6

当期総製造費用   9,151 100.0  10,028 100.0

期首仕掛品たな卸高   372   412  

合計   9,523   10,441  

期末仕掛品たな卸高   412   515  

当期製品製造原価   9,110   9,925  

 

原価計算の方法

ロット別個別実際（予定）原価計算

なお、予定価格を用いたことにより発生した原価差額は、売上原価・仕掛品及び製品に配賦しております。

 

※１　経費のうち主なものは次のとおりであります。

 

 

 

前事業年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

 金額（百万円） 金額（百万円）

消耗品費

減価償却費

水道光熱費

21

12

8

21

11

7
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

 別途積立金
繰越利益剰余
金

当期首残高 13,098 15,707 600 45,610 814 △7,059 68,770

当期変動額        

別途積立金の取崩       －

剰余金の配当     △508  △508

当期純利益     681  681

自己株式の取得      △1,074 △1,074

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

       

当期変動額合計 － － － － 173 △1,074 △900

当期末残高 13,098 15,707 600 45,610 987 △8,133 67,869

 

   

 
評価・換算差
額等

純資産合計

 
その他有価証
券評価差額金

当期首残高 37 68,808

当期変動額   

別途積立金の取崩  －

剰余金の配当  △508

当期純利益  681

自己株式の取得  △1,074

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△35 △35

当期変動額合計 △35 △936

当期末残高 2 67,872
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当事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

 別途積立金
繰越利益剰余
金

当期首残高 13,098 15,707 600 45,610 987 △8,133 67,869

当期変動額        

別途積立金の取崩    △45,610 45,610  －

剰余金の配当     △492  △492

当期純利益     423  423

自己株式の取得      △1,059 △1,059

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

       

当期変動額合計 － － － △45,610 45,541 △1,059 △1,128

当期末残高 13,098 15,707 600 － 46,529 △9,193 66,741

 

   

 
評価・換算差
額等

純資産合計

 
その他有価証
券評価差額金

当期首残高 2 67,872

当期変動額   

別途積立金の取崩  －

剰余金の配当  △492

当期純利益  423

自己株式の取得  △1,059

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

11 11

当期変動額合計 11 △1,117

当期末残高 13 66,754
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

当事業年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 784 734

減価償却費 292 236

減損損失 62 76

差入保証金償却額 8 7

賞与引当金の増減額（△は減少） 3 13

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5 △134

受取利息及び受取配当金 △6 △2

受取保険金 △13 －

受取補償金 △32 －

投資有価証券売却損益（△は益） △27 △7

投資有価証券評価損益（△は益） 1 －

固定資産除却損 0 0

固定資産売却損益（△は益） △18 △43

関係会社債権放棄損 75 －

保険解約返戻金 － △61

売上債権の増減額（△は増加） 433 △266

たな卸資産の増減額（△は増加） 721 △314

仕入債務の増減額（△は減少） 101 △92

未払費用の増減額（△は減少） △95 55

預り金の増減額（△は減少） △43 △1

未払消費税等の増減額（△は減少） △22 △27

長期未払金の増減額（△は減少） － 44

その他 9 67

小計 2,239 283

利息及び配当金の受取額 6 2

保険金の受取額 13 －

補償金の受取額 49 －

法人税等の支払額 △460 △123

法人税等の還付額 － 115

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,849 278

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

投資有価証券の売却による収入 52 20

有形固定資産の取得による支出 △141 △134

有形固定資産の売却による収入 130 50

無形固定資産の取得による支出 △24 △28

関係会社株式の取得による支出 △25 －

貸付金の回収による収入 2 －

差入保証金の差入による支出 △39 △24

差入保証金の回収による収入 364 93

保険積立金の解約による収入 － 211

その他 △19 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー 298 183

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △1,092 △1,077

自己株式取得のための預託金の増減額

（△は増加）
△941 50

配当金の支払額 △508 △492

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,541 △1,519

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △394 △1,057

現金及び現金同等物の期首残高 39,889 39,494

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 39,494 ※ 38,437
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等による時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 評価基準

原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 評価方法

製品・仕掛品・原材料（地金等を除く）

個別法（製造ロット別）

原材料（地金等）・その他の棚卸資産

移動平均法

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産……定率法によっております。

また、主な耐用年数は次のとおりです。

建物　３年～50年　　工具、器具及び備品　２年～20年

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、少額減価償却資産については、３年間で均等償却する方法を採用しております。

(2) 無形固定資産

ソフトウエア……社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権等の特定

の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められる額を計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

なお、退職給付引当金が借方残高であるため、前払年金費用として計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を資金としております。

６　その他財務諸表作成のための基礎となる事項

消費税等の会計処理

税抜処理によっております。
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（重要な会計上の見積り）

　会計上の見積りは、有価証券報告書作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。

当事業年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の財務諸表に重要な影

響を及ぼすリスクがある項目は以下の通りです。

固定資産の減損損失の認識の要否

（1） 当事業年度の財務諸表に計上した金額

　有形固定資産に計上されている自社物件店舗の一部について土地の時価が著しく下落していることか

ら、減損の兆候があると判断し、減損損失の認識の要否について検討を行いました。検討の結果、該当店

舗について、割引前将来キャッシュ・フローが固定資産の帳簿価額325百万円（有形固定資産325百万円、

無形固定資産－百万円）を超えると判断されたため、減損損失は計上しておりません。

（2） 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、原則としてキャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗ごとに資産のグルーピングをし

ております。

　減損の兆候の有無については、営業損益の状況、使用範囲又は方法の変化の有無、経営環境の著しい悪

化の有無及び資産グループの市場価格の下落をもとに判定を行っております。なお、この判定は、新型コ

ロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言下での、店舗運営の状況の予測を踏まえて行っております。

特に休業が生じている店舗については、過去の同宣言下での休業の状況を踏まえて兆候の判断を行ってお

ります。

　減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの

総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。減損損失の認識の要否を

判定する際に用いられる将来キャッシュ・フローは、資産グループごとの売上高等の実績を、経営環境な

どの外部要因に関する情報や内部の情報をもとに修正し、資産グループの現在の販売状況や将来の販売計

画等を考慮して見積っております。当事業年度においては、主要な仮定として、売上高昨対実績率及び売

上原価率等の指標が将来キャッシュ・フローの見積り期間にわたり大幅に変動しないとの想定をするとと

もに、新型コロナウイルス感染症の影響については、過去に発令された緊急事態宣言下での店舗運営の業

績との影響と同程度の影響が翌事業年度の同時期にも生じると想定し、会計上の見積りを行っておりま

す。

　判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた

場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い額）まで減額し、帳簿価額の

減少額は減損損失として認識されます。

　なお、上記の将来予測は新型コロナウイルス感染症の収束時期やそれに伴う経済環境により不確実性を

伴い、減損損失の要否の判定に重要な影響を及ぼす可能性があります。

　上記見積り及び仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌

事業年度以降の財務諸表において追加の減損損失（特別損失）が発生する可能性があります。
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（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日　企業会計基準

委員会）

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2020年３月31日　企業会計

基準委員会）

（1） 概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括

的な会計基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15

号、FASBにおいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度か

ら、Topic606は2017年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委

員会において、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたもので

す。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号

と整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り

入れることを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に

配慮すべき項目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされ

ております。

（2） 適用予定日

2022年３月期の期首から適用します。

（3） 当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中で

あります。

 

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2019年７月４日　企業会計基

準委員会）

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2020年３月31日　企業会計

基準委員会）

（1） 概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）が、公正価値測定についてほぼ同じ

内容の詳細なガイダンス（国際財務報告基準（IFRS）においてはIFRS第13号「公正価値測定」、米国会計

基準においてはAccounting Standards CodificationのTopic 820「公正価値測定」）を定めている状況を

踏まえ、企業会計基準委員会において、主に金融商品の時価に関するガイダンス及び開示に関して、日本

基準を国際的な会計基準との整合性を図る取組みが行われ、「時価の算定に関する会計基準」等が公表さ

れたものです。

企業会計基準委員会の時価の算定に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、統一的な

算定方法を用いることにより、国内外の企業間における財務諸表の比較可能性を向上させる観点から、

IFRS第13号の定めを基本的にすべて取り入れることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等

に配慮し、財務諸表間の比較可能性を大きく損なわせない範囲で、個別項目に対するその他の取扱いを定

めることとされております。

（2） 適用予定日

2022年３月期の期首から適用します。

（3） 当該会計基準等の適用による影響

「時価の算定に関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で未定で

あります。
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（表示方法の変更）

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度の年度

末に係る財務諸表から適用し、財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って、前事業年度

に係る内容については記載しておりません。

 

（追加情報）

（役員退職慰労金制度の廃止）

当社は、2020年６月26日開催の第47回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う退職慰労金

の打ち切り支給を決議いたしました。これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、打ち切り支給額

の未払分44百万円を固定負債の「長期未払金」として表示しております。

 

（損益計算書関係）

※１　製品売上原価の他勘定振替高は、主に原材料への振替による製品の減少高であります。
 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度83％、当事業年度84％、一般管理費に属する費用のおお

よその割合は前事業年度17％、当事業年度16％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。
 

 
前事業年度

（自　2019年４月１日
　　至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日

　　至　2021年３月31日）

販売諸費・手数料 976百万円 921百万円

給与・賞与 2,969 2,867

賞与引当金繰入額 158 173

退職給付費用 38 50

役員退職慰労引当金繰入額 6 1

減価償却費 280 225

賃借料 1,831 1,676

 
※３　当期総製造費用に含まれる研究開発費

 
前事業年度

（自　2019年４月１日
　　至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日

　　至　2021年３月31日）

　 27百万円 31百万円
 
※４　固定資産売却益の内容は次のとおりです。

 
 
 

前事業年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

車両運搬具 2百万円 -百万円

土　　地 16 43

計 19 43

 

※５　固定資産売却損の内容は次のとおりです。
  

 
 
 

前事業年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

土　　地 1百万円 -百万円

計 1 -
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※６　固定資産除却損の内容は次のとおりです。
  

 
 
 

前事業年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

建　　物 0百万円 0百万円

工具、器具及び備品 0 0

電話加入権 0 0

計 0 0

 

※７　減損損失

当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。

前事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

用　途 種　類 場　所

店　舗 建物等 東京都、千葉県 他

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗ごとに資産のグルーピングをしております。

そのグルーピングに基づき、減損会計の手続きを行った結果、営業活動から生じる損益が継続的にマイナス

である固定資産等について帳簿価額を回収可能額まで減額し、減損損失（62百万円）として特別損失に計上

しております。減損損失の内訳は、店舗 62百万円（建物 49百万円、工具、器具及び備品 12百万円）であ

ります。

なお、当資産グループの回収可能額は正味売却価額で測定しており、対象資産の処分可能性を考慮し、実

質的に価値がないと判断されたものについては、正味売却価額をゼロとして評価しております。

 

当事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

用　途 種　類 場　所

店　舗 建物等 東京都、神奈川県 他

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗ごとに資産のグルーピングをしております。

そのグルーピングに基づき、減損会計の手続きを行った結果、営業活動から生じる損益が継続的にマイナス

である固定資産等について帳簿価額を回収可能額まで減額し、減損損失（76百万円）として特別損失に計上

しております。減損損失の内訳は、店舗 76百万円（建物 52百万円、工具、器具及び備品 23百万円）であ

ります。

なお、当資産グループの回収可能額は正味売却価額で測定しており、対象資産の処分可能性を考慮し、実

質的に価値がないと判断されたものについては、正味売却価額をゼロとして評価しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 20,080,480 － － 20,080,480

合計 20,080,480 － － 20,080,480

自己株式     

普通株式（注） 2,990,408 539,520 － 3,529,928

合計 2,990,408 539,520 － 3,529,928

 (注)　普通株式の自己株式の株式数の増加539,520株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加539,400株、単

元未満株式の買取りによる増加120株であります。

 
２ 配当に関する事項

(１)配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2019年６月27日
定時株主総会

普通株式 256 15 2019年３月31日 2019年６月28日

2019年11月８日
取締役会

普通株式 251 15 2019年９月30日 2019年12月６日

 
(２)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 248 利益剰余金 15 2020年３月31日 2020年６月29日

 

当事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 20,080,480 － － 20,080,480

合計 20,080,480 － － 20,080,480

自己株式     

普通株式（注） 3,529,928 543,535 － 4,073,463

合計 3,529,928 543,535 － 4,073,463

 (注)　普通株式の自己株式の株式数の増加543,535株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加543,300株、単

元未満株式の買取りによる増加235株であります。

 
２ 配当に関する事項

(１)配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 248 15 2020年３月31日 2020年６月29日

2020年11月６日
取締役会

普通株式 243 15 2020年９月30日 2020年12月７日

 
(２)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 240 利益剰余金 15 2021年３月31日 2021年６月30日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

現金及び預金勘定 39,494百万円 38,437百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 39,494 38,437

 

（リース取引関係）

オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前事業年度 当事業年度

（2020年３月31日） （2021年３月31日）

 金額（百万円） 金額（百万円）

１　年　内 46 76

１　年　超 46 109

合計 92 186

 

（金融商品関係）

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用において、短期的な安全性の高い金融資産で運用し、資金調達については、銀行等金

融機関からの借入による方針であります。デリバティブ取引は、外貨建輸入取引の範囲内で、外貨建営業

債務に係る将来の為替レートの変動リスクを回避する目的で為替予約取引を利用し、投機的な目的での取

引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

ショッピングセンター等への出店による差入保証金は、賃借先である家主自身の経営環境の変化による

未返還のリスクに晒されております。

輸入取引から生じる外貨建営業債務は、為替の変動リスクに晒されております。為替予約取引の契約先

は信用度の高い国内の銀行であり、契約不履行によるリスクは極めて少ないと認識しております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

営業債権である売掛金のリスクに関しては、当社の販売管理規程及び与信管理取扱規程等に従い、取引

先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況の悪

化による回収懸念の早期把握等により軽減を図っております。

投資有価証券の市場価格の変動リスクに関しては、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、四半

期毎に把握された時価や発行体の財務状況を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に

見直しております。

差入保証金のリスクに関しては、取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに回収管理及び

残高管理を行うとともに、財務状況の悪化による回収懸念の早期把握等により軽減を図っております。

輸入取引から生じる外貨建営業債務の為替の変動リスクは、そのほとんどが１年以内の支払期日であ

り、デリバティブ取引（為替予約取引）を外貨建輸入取引実行時にすみやかに行うことにより外国為替相

場の変動リスクを極力抑えております。また、デリバティブの利用に当たっては、信用リスクを軽減する

ために、格付けの高い金融機関とのみ取引を行っております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価等を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは、含まれておりません。（(注)２ 参照）

前事業年度（2020年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(1）現金及び預金 39,494 39,494 －

(2）売掛金 724 724 －

(3）投資有価証券    

その他有価証券 46 46 －

(4）差入保証金 6 6 0
 

当事業年度（2021年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(1）現金及び預金 38,437 38,437 －

(2）売掛金 990 990 －

(3）投資有価証券    

その他有価証券 48 48 －

(4）差入保証金 3 3 0

 
（注）１ 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(1)現金及び預金、(2)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(3)投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。保有目的ごとの有価証券に関す

る注記事項については「有価証券関係」注記をご参照願います。

(4)差入保証金

これらの時価は、返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割引いた現在価値により

算定しております。

２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　分

前事業年度
（2020年３月31日）

当事業年度
（2021年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円）

非上場株式(＊)１ 8 8

子会社株式(＊)２ 58 58

差入保証金(＊)３ 3,340 3,304

 
(＊)１ 市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため(3)投資有価証券 その他

有価証券には含めておりません。

(＊)２ 市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため時価開示の対象とはして
おりません。

(＊)３ 償還予定が合理的に見積れず、時価を把握することが極めて困難と認められるため(4)差入保
証金には含めておりません。
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３ 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
前事業年度（2020年３月31日）

 
１年以内
(百万円）

１年超５年以内
(百万円）

５年超10年以内
(百万円）

10年超
(百万円）

現金及び預金 39,494 － － －

売掛金 724 － － －

差入保証金(＊) 3 3 － －

合計 40,221 3 － －

(＊) 差入保証金のうち償還予定を合理的に見積ることができない 3,340百万円は含めておりません。

 
当事業年度（2021年３月31日）

 
１年以内
(百万円）

１年超５年以内
(百万円）

５年超10年以内
(百万円）

10年超
(百万円）

現金及び預金 38,437 － － －

売掛金 990 － － －

差入保証金(＊) 3 0 － －

合計 39,431 0 － －

(＊) 差入保証金のうち償還予定を合理的に見積ることができない 3,304百万円は含めておりません。

 

（有価証券関係）

１ 子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式（前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式58百万円、当事業年度の貸借対照

表計上額は子会社株式58百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら、記載しておりません。

２ その他有価証券

前事業年度（2020年３月31日）

区分
貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

   

株式 22 15 7

小計 22 15 7

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

   

株式 23 27 △4

小計 23 27 △4

合計 46 43 2

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　８百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
 
当事業年度（2021年３月31日）

区分
貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

   

株式 48 31 17

小計 48 31 17

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

   

株式 － － －

小計 － － －

合計 48 31 17

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　８百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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３ 売却したその他有価証券

前事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 52 27 －

合計 52 27 －

 
当事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 20 7 －

合計 20 7 －

 
 

（デリバティブ取引関係）

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

前事業年度（2020年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（2021年３月31日）

該当事項はありません。

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

前事業年度（2020年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（2021年３月31日）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、規約型確定給付企業年金制度を設けております。

 

２　確定給付制度

(1)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

前事業年度
（自　2019年４月１日

至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円）

退職給付債務の期首残高 818 824

勤務費用 66 64

利息費用 5 5

数理計算上の差異の発生額 △2 5

退職給付の支払額 △62 △34

退職給付債務の期末残高 824 866

 

(2)年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 

前事業年度
（自　2019年４月１日

至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円）

年金資産の期首残高 995 960

期待運用収益 19 19

数理計算上の差異の発生額 △43 75

事業主からの拠出額 51 50

退職給付の支払額 △62 △34

年金資産の期末残高 960 1,071

 

(3)退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

 

前事業年度
（2020年３月31日）

当事業年度
（2021年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円）

積立型制度の退職給付債務 824 866

年金資産 △960 △1,071

 △135 △204

非積立型制度の退職給付債務 － －

未積立退職給付債務 △135 △204

未認識数理計算上の差異 △40 40

未認識過去勤務費用 － －

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △176 △164

   

前払年金費用 △176 △164

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △176 △164
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(4)退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

前事業年度
（自　2019年４月１日

至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円）

勤務費用 66 64

利息費用 5 5

期待運用収益 △19 △19

数理計算上の差異の費用処理額 △5 10

確定給付制度に係る退職給付費用 46 61

 

(5)年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 

前事業年度
（2020年３月31日）

当事業年度
（2021年３月31日）

率（％） 率（％）

生命保険一般勘定 53 48

株式 20 24

債券 26 27

その他 1 1

合計 100 100

 

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(6)数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 

前事業年度
（2020年３月31日）

当事業年度
（2021年３月31日）

率（％） 率（％）

割引率 0.7 0.7

長期期待運用収益率 2.0 2.0
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（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2020年３月31日）
当事業年度

（2021年３月31日）

 金額（百万円） 金額（百万円）

繰延税金資産   

減損損失 2,256 2,243

未払事業税 26 27

賞与引当金 33 40

役員退職慰労引当金 41 13

保証金償却 29 29

その他 31 35

小計 2,418 2,391

評価性引当額 △2,196 △2,182

繰延税金資産合計 222 208

繰延税金負債   

前払年金費用 △53 △50

その他 △1 △3

繰延税金負債合計 △55 △53

繰延税金資産の純額 166 155

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2020年３月31日）
当事業年度

（2021年３月31日）

法定実効税率 30.5％ 30.5％

（調整）   

住民税均等割 12.1 12.8

評価性引当額 △30.2 △1.9

その他 0.6 0.9

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

13.0 42.3

 

（持分法損益等）

前事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

前事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載しておりません。

当事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載しておりません。
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（賃貸等不動産関係）

前事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載しておりません。

当事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載しておりません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

当社の事業内容は、ネックレス・ブレスレット、指輪、小物等の宝飾品の製造とその販売であり、区分

すべき事業セグメントが存在しないため、記載を省略しております。
 

当事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

当社の事業内容は、ネックレス・ブレスレット、指輪、小物等の宝飾品の製造とその販売であり、区分

すべき事業セグメントが存在しないため、記載を省略しております。

【関連情報】

前事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報　　　　　　                                 （単位 百万円）

 
ネックレス

・ブレスレット
指輪 小物 その他 合計

　外部顧客へ
　の売上高

6,367 5,912 2,947 3,476 18,703

２ 地域ごとの情報

(１)売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(２)有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３　主要な顧客ごとの情報　　　　　　　　　　　 （単位 百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高

田中貴金属工業㈱ 2,238

(注)当社は単一セグメントとしているため、関連するセグメントは記載を省略しております。
 
当事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報　　　　　　                                 （単位 百万円）

 
ネックレス

・ブレスレット
指輪 小物 その他 合計

　外部顧客へ
　の売上高

6,292 5,367 2,970 3,693 18,323

２ 地域ごとの情報

(１)売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(２)有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３　主要な顧客ごとの情報　　　　　　　　　　　 （単位 百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高

田中貴金属工業㈱ 2,352

(注)当社は単一セグメントとしているため、関連するセグメントは記載を省略しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

区分すべき事業セグメントが存在しないため、記載を省略しております。
 

当事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

区分すべき事業セグメントが存在しないため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

該当事項はありません。
 

当事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

該当事項はありません。
 

当事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

該当事項はありません。

【関連当事者情報】

前事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

記載すべき事項はありません。
 

当事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

記載すべき事項はありません。

（１株当たり情報）

 

 

 

前事業年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

4,100 円 89 銭

40 円 56 銭

4,170 円 34 銭

26 円 3 銭

（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 

 

 

前事業年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当期純利益　　　　　　　　　（百万円）

普通株主に帰属しない金額　　（百万円）

普通株式に係る当期純利益　　（百万円）

期中平均株式数　　　　　　　（株）

681

－

681

16,809,737

423

－

423

16,262,558

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 － － － 4,485 3,884 81 600

構築物 － － － 63 61 0 1

機械及び装置 － － － 165 146 6 19

車両運搬具 － － － 9 9 0 0

工具、器具及び備品 － － － 1,091 917 66 173

土地 － － － 7,478 － － 7,478

建設仮勘定 － － － 100 － － 100

有形固定資産計 － － － 13,394 5,019 155 8,375

無形固定資産        

借地権 － － － 152 － － 152

ソフトウエア － － － 466 289 81 177

その他 － － － 0 － － 0

無形固定資産計 － － － 619 289 81 330

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）１　有形固定資産の増加額及び減少額がいずれも有形固定資産の総額の100分の５以下であるため、「当期首

残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。

２　無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 6 6 － 6 6

賞与引当金 195 208 195 － 208

役員退職慰労引当金 134 1 91 44 －

（注）１.貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

　　　　２.役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、役員退職慰労金制度廃止に伴い、役員退職慰労引当金

を全額取崩し、打切り支給額の未払分を固定負債の「長期未払金」に計上したことによるものであります。

【資産除去債務明細表】

当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末におけ

る負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第125条の２の規定により記載を省略

しております。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 27

預金  

当座預金 5,267

普通預金 193

定期預金 32,950

計 38,410

合計 38,437

 

２）受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱ジャックス 7

㈱オリエントコーポレーション 4

㈱オバラ 4

㈱グレースフジミ 1

㈱三村時計店 1

その他 6

合計 26

 

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

2021年４月 満期 9

〃　 ５月 〃 5

〃　 ６月 〃 8

〃　 ７月 〃 2

〃　 ８月 〃 0

合計 26
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３）売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

イオンモール㈱ 253

イオンリテール㈱ 90

㈱ジェーシービー 81

ユーシーカード㈱ 54

三井住友カード㈱ 49

その他 460

合計 990

 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)

 
(Ｃ)

×100
(Ａ) ＋ (Ｂ)

 

 
 (Ａ) ＋ (Ｄ) 

 ２  

 (Ｂ)  

 365  
 

724 14,911 14,644 990 93.7 20

（注）　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれて

おります。

４）商品及び製品

区分 金額（百万円）

製　品

　指輪

 

6,760

　ネックレス・ブレスレット 4,617

　小物 1,378

　その他 9

合計 12,765

 

５）仕掛品

区分 金額（百万円）

指輪 175

ネックレス・ブレスレット 144

小物 59

その他 134

合計 515
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６）原材料及び貯蔵品

区分 金額（百万円）

原材料  

　金・プラチナ 800

　貴石・半貴石 1,179

　その他 100

計 2,080

貯蔵品  

　販促用品　他 90

計 90

合計 2,171

 

７）差入保証金

区分 金額（百万円）

店舗関係敷金保証金　他 3,305

合計 3,305

 

②　負債の部

買掛金

相手先 金額（百万円）

田中貴金属工業㈱ 39

住商マテリアル㈱ 26

㈱大月真珠 22

㈲大分ツツミ貴金属 20

㈱近藤宝飾 10

その他 64

合計 184

 

（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高　　　　　　　　　　　　（百万円） 2,479 8,056 13,326 18,323

税引前四半期（当期）純利益又は
税引前四半期純損失（△）　　　（百万円）

△548 △120 486 734

四半期(当期）純利益又は
四半期純損失（△）　　　　　　（百万円）

△404 △117 280 423

１株当たり四半期（当期）純利益又は
１株当たり四半期純損失（△）　　　（円）

△24.56 △7.18 17.15 26.03

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失（△）

（円） △24.56 17.55 24.57 8.91
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。但し、電子公告によることができない事故その他の

やむを得ない事由が生じた場合には、日本経済新聞に掲載する。

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次の

とおり。　（https://www.tsutsumi.co.jp/）

株主に対する特典

株主優待制度

（１）毎年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された当社株式１単

元（100株）以上を保有されている株主様を対象として、次のとおり株主

優待割引券を贈呈いたします。

ご保有株式数 優待内容

100株以上 当社商品代金の15％割引券１枚

500株以上 当社商品代金の15％割引券２枚

 
（２）毎年３月31日現在の株主名簿に記載または記録された当社株式１単

元（100株）以上を保有されている株主様を対象として、次のとおり株式

継続保有期間に応じ、クオカードを贈呈いたします。

株式継続保有期間 優待内容

３年未満 1,000円相当の「クオカード」

３年以上継続保有 3,000円相当の「クオカード」

５年以上継続保有 5,000円相当の「クオカード」

※継続保有期間とは、いずれの時点においても株主名簿に記載または記録

された日から基準日（３月31日）までに同一の株主番号で連続して保有

した期間をいいます。
 

 
（注）当社の単元未満株式を有する株主は、単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使できません。

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（２）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第47期)(自　2019年４月１日　至　2020年３月31日) 2020年６月26日関東財務局長に提出

（２）内部統制報告書及びその添付書類

2020年６月26日関東財務局長に提出

（３）四半期報告書及び確認書

(第48期第１四半期)(自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）2020年８月11日関東財務局長に提出

(第48期第２四半期)(自　2020年７月１日　至　2020年９月30日）2020年11月９日関東財務局長に提出

(第48期第３四半期)(自　2020年10月１日　至　2020年12月31日）2021年２月８日関東財務局長に提出

（４）臨時報告書

2020年６月30日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づ

く臨時報告書であります。

（５）自己株券買付状況報告書

報告期間(自　2020年６月１日　至　2020年６月30日)2020年７月７日関東財務局長に提出

報告期間(自　2020年７月１日　至　2020年７月31日)2020年８月７日関東財務局長に提出

報告期間(自　2020年８月１日　至　2020年８月31日)2020年９月７日関東財務局長に提出

報告期間(自　2020年９月１日　至　2020年９月30日)2020年10月７日関東財務局長に提出

報告期間(自　2020年10月１日　至　2020年10月31日)2020年11月６日関東財務局長に提出

報告期間(自　2020年11月１日　至　2020年11月30日)2020年12月７日関東財務局長に提出

報告期間(自　2020年12月１日　至　2020年12月31日)2021年１月８日関東財務局長に提出

報告期間(自　2021年１月１日　至　2021年１月31日)2021年２月４日関東財務局長に提出

報告期間(自　2021年２月１日　至　2021年２月28日)2021年３月５日関東財務局長に提出

報告期間(自　2021年３月１日　至　2021年３月31日)2021年４月７日関東財務局長に提出

報告期間(自　2021年４月１日　至　2021年４月30日)2021年５月12日関東財務局長に提出

報告期間(自　2021年５月１日　至　2021年５月31日)2021年６月７日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 
  2021年６月29日

株式会社ツツミ   

 

 取締役会　御中  
 

 有限責任 あずさ監査法人

 北関東事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 福島　　力 ㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 清水　俊直 ㊞

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ツツミの2020年４月１日から2021年３月31日までの第48期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について

監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ツツミの2021年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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自社物件店舗に関する固定資産の減損損失の認識の要否に関する判断の妥当性

監査上の主要な検討事項の

内容及び決定理由

監査上の対応

注記事項「（重要な会計上の見積り）固定資産の減損

損失の認識の要否」に記載のとおり、株式会社ツツミの

貸借対照表において、土地の時価が著しく下落している

自社物件店舗に関する有形固定資産325百万円が計上さ

れている。

 

有形固定資産は規則的に減価償却されるが、店舗ごと

に識別された資産グループに減損の兆候があると認めら

れる場合には、資産グループから得られる割引前将来

キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することに

よって、減損損失の認識の要否を判定する必要がある。

判定の結果、減損損失の認識が必要と判定された場合、

資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として認識する。

 

当事業年度において土地の時価が著しく下落している

自社物件店舗については、減損の兆候があると判断さ

れ、減損損失の認識の要否の判定が行われている。当該

判定に用いる将来キャッシュ・フローの見積りは、売上

高昨対実績率及び売上原価率などの指標が将来キャッ

シュ・フローの見積り期間にわたり大幅に変動しないと

の仮定とともに、新型コロナウイルス感染症の影響につ

いて、過去に発令された緊急事態宣言下での店舗運営の

業績の影響と同程度の影響が翌事業年度の同時期にも生

じるとの仮定のもとに行われている。これらの仮定には

不確実性を伴い、経営者による判断が将来キャッシュ・

フローの見積りに重要な影響を及ぼす。

 

以上から、当監査法人は、自社物件店舗に関する固定

資産の減損損失の認識の要否に関する判断の妥当性が、

当事業年度の財務諸表監査において特に重要であり、

「監査上の主要な検討事項」に該当すると判断した。

当監査法人は、自社物件店舗に関する固定資産の減

損損失の認識の要否に関する判断の妥当性を検討するた

め、主に以下の監査手続を実施した。

 

（１）内部統制の評価

固定資産の減損損失の認識の要否の判定に関する内部

統制の整備及び運用状況の有効性を評価した。評価に当

たっては、将来キャッシュ・フローの見積り期間におけ

る店舗の予想営業利益について、不合理な仮定が採用さ

れることを防止又は発見するための統制に特に焦点を当

てた。

 

（２）将来キャッシュ・フローの見積りの合理性の検討

将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる主要な

仮定の合理性を評価するため、その根拠について、主に

以下の手続を実施した。

 

・　過去の予想営業利益の達成状況及び差異の原因につ

いての検討結果を踏まえ、予測の精度を評価した。

 

・　売上高昨対実績率が将来キャッシュ・フローの見積

り期間に大幅に変動しないという仮定及び新型コロ

ナウイルス感染症が将来キャッシュ・フローの見積

りに与える影響に関する仮定の合理性を、経営者へ

のヒアリングや過去の店舗売上高の推移との整合性

の確認により検討した。

 

・　予想売上原価の基礎となる予想原価率に関し、直近

の経営環境や過去の店舗売上原価率の推移との整合

性を確認した。
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財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

 

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ツツミの2021年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社ツツミが2021年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統

制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を

入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施する。

内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用さ

れる。

・財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統

制報告書の表示を検討する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、

内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。

 

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

 

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　上
 
 
※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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